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亜熱帯地域（沖縄県）における負荷率の変動要因 

 

㈱三水コンサルタント 大阪施設事業部 水道部 米谷 直晃 

 

負荷率の計画値は、過去の実績値を用いて設定するのが一般的であるが、水道事業 

や地域の特性によっては、その値が「水道施設設計指針（公社）日本水道協会」に記 

載されている給水人口規模に対する負荷率の実績の範囲内に収まらない場合がある。 

例えば亜熱帯地域では、四季を通して温暖で気温差が小さいため、年間の水需要量の 

変動が小さく負荷率が高くなる傾向がある。本稿では、日本を代表する亜熱帯地域で 

ある沖縄県の水道を例に、負荷率の変動要因について報告する。 
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１．はじめに 

 負荷率（Rate of loading）とは、「水道用語辞典（公社）日本水道協会」において次の通

り記載されている。 

「一日最大給水量に対する一日平均給水量の割合を示すもので、次式により算出する。

一日平均給水量÷一日最大給水量×100（%）この比率は、水道事業のような季節的な変動

需要がある事業については、給水需要のピークに合わせて施設を建設することとなるため、

需要変動が大きいほど施設の効率は悪くなり、負荷率が小となる。このことから負荷率を

大にすることが経営の一つの目標となる。水道施設の効率性については、施設利用率、最

大稼働率と併せて判断する必要がある。」 

また、負荷率の設定方法については、「水道施設設計指針（公社）日本水道協会」（以下、

設計指針という。）において次の通り記載されている。 

「負荷率は、給水量の変動の大きさを示すものであり、都市の規模によって変化する他

都市の性格、気象条件等によって左右される。一日最大給水量は、曜日・天候による水使

用状況によって大きく影響を受け、時系列的傾向を有するものとは言えない。このため、

負荷率の設定に当たっては、過去の実績値や、気象、渇水等による変動条件にも十分留意

して、各々の都市の実情に応じて検討する。」 

計画負荷率の設定に当たっては、過去の実績や給水の安定性等を総合的に勘案して設定

し、近隣他都市の実績値や設計指針に掲載されている給水人口と負荷率の実績等と比較す

ることにより、計画値の妥当性を確認する方法が一般的である。しかし、水道事業によっ

ては、「水道施設設計指針（公社）日本水道協会」に記載されている給水人口規模に対する

負荷率実績の範囲内に収まらない場合がある。本稿では、亜熱帯（沖縄県）では負荷率が

高い傾向があることを報告するとともに、負荷率の変動要因について以下に考察する。 
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２．沖縄県の負荷率実績 

日本の水需要は、冬期の融雪水量が多い豪雪地域を除き、平均的に冬期よりも夏期の方

が多く、その変動幅は一般的に年間の寒暖差が大きい地域よりも小さい地域の方が少ない。

本稿では、亜熱帯地域である沖縄県内の上水道事業の負荷率実績（平成 29 年度）を、設計

指針に掲載されている給水人口と負荷率の実績図（図-1）に重ねて示す。 

 
図 - 1 沖縄県内水道事業体の負荷率実績 

 

図-１のとおり、設計指針に掲載されている給水人口と負荷率の実績に比べて、沖縄県内

すべての水道事業体の負荷率実績が高いことがわかる。 

 

３．沖縄県の負荷率が高い要因 

気象庁が公表している沖縄県那覇の年間平均気温は、昭和 56 年から平成 22 年の 30 年間

観測値平均において 24.1℃であり寒暖差は 18.2℃となっている。これは全国で平均気温が

最も高く、寒暖差は最も小さい県となっており、気温の季節変動が少ない亜熱帯地域の気

候特性が、沖縄県の負荷率を高くする要因のひとつであると考えられる。 

また、沖縄県は都道府県別宿泊者数が全国的にも多い地域であることから、気象特性だ

けではなく、観光客数の多さが負荷率に及ぼす影響についても考察する。 

 

(1) 観光客が及ぼす影響 

 沖縄県は全国的に観光客が多い地域であり、観光庁の資料（表-1）によると、2018 年の

都道府県別の延べ宿泊者数は全国第 4 位、平均滞在日数は全国第 1 位となっている。 
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表 - 1 都道府県別の延べ宿泊者数及び平均滞在日数 

 
出典：観光庁の宿泊旅行統計調査より編集 

 

 

 

出典：沖縄県 平成 30 年度観光統計実態調査報告書より編集 

表-１によると、平成 30 年度（2018 年）の沖縄県における宿泊者数は約 2,679 万人であ

るが、沖縄県の人口は同年実績で約 143 万人であり、県民人口に対して年間約 19 倍の宿泊

者数があった計算になる。同様に他の上位 3 都道府県をみると、東京都は約 5 倍（6610 万

人/1351 万）、大阪府は約 5 倍（3989 万人/883 万人）、北海道（3530 万人/538 万人）は約 7

倍であり、沖縄県における宿泊者数の対人口比率の大きさが際立っている。 

図-2 によると平成 30 年度の沖縄県を訪れる旅行客の目的は、観光に類するものが多く、

仕事で沖縄県を訪れる人の割合は少ないことがわかる。 

また、月別の観光客数（平成 28～30 年度）の推移は図-3 のとおりであり、夏期の 8 月が

図 - 2 旅行目的内訳 
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ピークであるものの冬期も大きく減少することなく、年間を通して観光客数の多い状況に

あることがわかる。 

これらのことから、沖縄県においては観光客数の多さが水需要と負荷率に与えている影

響が他県に比べて大きいものと推測される。 

 

 
図 - 3 沖縄県の月別観光客数の推移（平成 28 年度～平成 30 年度） 

出典：沖縄県 平成 30 年入域観光客統計概況より抜粋 

 

(2) 離島における観光客数 

来島者の水需要への影響が大きいと推測される沖縄県内離島における観光客数（平成 29

年度）の年間推移を図-4 に整理した。 

 
図 - 4 島内人口と観光客数の割合 
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月別観光客数の対島内人口の割合をみると、渡嘉敷島、座間味島、竹富島の 3 島の割合

が突出して高く、春から秋にかけて月別で島内人口に対して 10 倍を上回る観光客が訪れて

いる。しかし、観光客数の年間推移にはそれぞれの島で異なる傾向がある。渡嘉敷島と座

間味島では夏期の比率が突出して高く、特に渡嘉敷島では 8 月に 40 倍に達しており、一日

に島内人口を上回る観光客が訪れる日もあるが、冬期の観光客数は少なく季節変動が大き

いため、これら 3 島の負荷率は、渡嘉敷村が 56.5%、座間味村が 70.6%、竹富島が 72.4%

（平成 28 年度簡易水道統計より）となっており、人口別（5 千人未満）で見た沖縄県の上

水道事業体 83.2%に比べて小さい状況にある。したがって、離島においては各々の地域特

性により観光客数の季節変動が異なり、水需要への影響も一律ではないことに留意して負

荷率を設定することが求められる。 

 

(3) 観光客使用水量 

観光客の使用水量については、神谷氏らによる「沖縄県離島地域における渇水問題と観

光の影響に関する分析」において、座間味島における月別水量（表-2）が示されている。 

 

表 - 2 座間味島における観光関係の水使用量 

 

出典：神谷大介、赤松良久、宮良工：沖縄県離島地域における渇水問題と観光の影響に関する分析,ppⅠ_16 抜粋 

 

表-2 によると、観光客１人１日使用水量は住民１人１日使用水量の 2 倍～6 倍となって

いる。しかし、観光客の使用水量は夏期より冬期の方が多く、島民とは逆の使用状況にな

っていることから、年間を通してみると使用水量の平準化に寄与し、負荷率低下の抑制に

繋がっていると考えられる。また、観光客使用水量が冬の方が多く島民は逆の理由として

は、観光客の入浴習慣は、夏期にはシャワー、冬季には入浴することが多いが、沖縄県で

は年間を通してシャワーの水浴びで済ませることが多いためと考えられる。 
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４．留意点 

 計画負荷率の設定に当たっては、過去の実績値や給水人口規模、気象による変動条件な

どの地域特性に十分留意して長期的傾向を把握するとともに、他の類似都市との比較を行

い決定することが望ましい。一般的には、天気・気温等の気象条件、曜日、渇水、都市の

性格、生活様式、企業活動等の様々な要因が複合的に影響して変動する。近年の傾向のみ

にとらわれて計画負荷率を設定すると、過去に発生した最低規模の負荷率と同じ状況にな

った場合、安定給水が困難となる。そのため過去の実績や、表-3 のような項目についても

検討し設定する必要がある。 

 

表 - 3 留意点 

① 企業活動 商業・工業地域によって水需要に変化する。特に工業地域等では、

盆正月に、操業停止しほとんど需要がなくなることがある。 

② 年末年始、お盆、

お祭り 

都市部から人が地方部に流れるため、都市部の水需要が減少し、

地方部の水需要が増加する。 

③ 船舶給水 離島などにクルーズ船等が立ち寄ると、一時的に大量の水需要が

発生する。 

④ リゾートホテル リゾートホテルは、宿泊者の滞在時間が長いため、水使用量が他

のホテルよりも増加する。 

 

５．おわりに 

 負荷率は、水需要の変動に対応可能となるように設定すべきものである。過大に設定す

ると、計画 1 日最大給水量の低下を招き、水需要の変動に追従できないというリスクが生

じる。逆に過小に設定すると施設規模が過大となり、施設稼働率の低下や施設建設を伴う

場合は建設費の増大を招くことになる。本稿で述べた通り亜熱帯地域の離島などの場合に

は、気候条件だけではなく、観光客水量等の対象地域特性に留意して設定する必要がある。 
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